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富山県中央植物園友の会設立趣意書 
 

 

 

 私たちのふるさと富山県は、美しく豊かな自然に恵まれ、全国屈指の植生自然度を誇って

います。 

 このような恵まれた自然をベースに、富山県においては、県民総ぐるみで生活環境の緑化

と美しいふるさとづくりを進め、うるおいに満ちた「日本一の花と緑の県」づくりを進めていま

す。 

 富山県中央植物園は、この「日本一の花と緑の県」のシンボル施設となる富山県植物公

園の核となるもので、県内各地に配置されたそれぞれに特色を持つ専門植物園とネットワ

ークを形成するものです。 

 富山県中央植物園は、平成元年度より整備を進め、平成５年１０月には屋外展示園を開

園しました。その後、平成５年度より進めていました展示温室などの整備も、平成８年３月末

には終了し、４月２６日には全面開園の運びとなりました。ここに、植物を愛し、植物園を愛

する人々が、この植物園を中心に植物の観察・学習や植物園におけるボランティア活動な

どを行うことを通じて、会員相互の交流及び自己研鑽の場、またこの植物園の諸活動を支

援する母体となるよう、富山県中央植物園友の会を設立しようとするものです。 

 

 

  平成８年４月１６日 

 

 

                                富山県中央植物園友の会 

                                設立発起人代表者  長 井 真 隆 

                                              金 岡 純 二 

                                              中 村 久 一 

                                              森 野 義 博 



富山県中央植物園友の会会則 

（名称と事務所） 

第１条 この会は、富山県中央植物園友の会（以下「友の会」といいます。）といい、事務所を富山県富山市婦中町上轡田 42 富山県中央

植物園（以下「植物園」といいます。）に置きます。 

（目的） 

第２条 この会は、植物園を中心に、植物の観察・学習などを行い、もって会員の教養に資するとともに、植物園の諸活動に協力すること

を目的とします。 

（事業） 

第３条 この会の目的達成のため、次の事業を行います。 

 (1)   植物観察会などの開催 

 (2)   講演会、講習会などの開催 

 (3)   植物及び植物園などに関する資料の出版 

 (4)   植物園諸活動への協力 

 (5)   その他必要な事業 

（会員） 

第４条 

 １ この会の会員は、一般会員、シルバー会員、ジュニア会員、賛助会員、特別会員及び名誉会員とします。 

 ２ 会員のうち、一般会費を納入した者を一般会員、４月１日時点の年齢が70才以上でシルバー会費を納入した者をシルバー会員、ジュ

ニア会費を納入した者をジュニア会員、賛助会費を納入した者を賛助会員とし、それぞれに会員証を交付します。 

 ３ 特別会員及び名誉会員は、理事会で承認を得た者をもってあてます。 

 ４ 会員（特別会員と名誉会員を除く）は、３月31日までに次年度の会費を納入することとし、会費を３箇月以上滞納したときは、会員

の資格を失うものとします。 

 ５ 賛助会員は、個人賛助会員と団体賛助会員とに区分し、個人賛助会員については、一般会員、シルバー会員、ジュニア会員のいずれ

か一つの会員種との複数加入も可能とします。 

（特典） 

第５条 会員には、次の特典があります。 

 (1)   一般会員は、無料で入園できます。個人賛助会員は、１口につき１年に2枚の招待券が配布されます。団体賛助会員には、1口に

つき１年に10枚の招待券が配布されます。 

 (2)   友の会会報などが配布されます。 

 (3)   友の会発行の出版物などの割引購入ができます。 

 (4)   講演会や観察会などの友の会主催行事に参加できます。 

 (5)   植物園の各種情報が入手できます。 

 (6)   複数の会員種に加入された会員への特典のうち前第２号から第５号にかかるものについては、一人分の特典に限ります。 

（会費） 

第６条 

 １ 一般会費は、年額2,800円、シルバー会費は、年額1,500円、ジュニア会員は、年額500円、個人賛助会費は、年額１口 1,500円、

団体賛助会費は、年額１口20,000円とします。 

 ２ 特別会員及び名誉会員の会費は無料とします。 

 ３ 納入された会費は、払い戻ししません。 

 ４ 観察会などに参加される場合は、実費を徴収することがあります。 

（役員と任期） 

第７条 この会に次の役員を置き、任期は、2 年とします。ただし再任を妨げません。なお、任期中に欠員が生じた場合は、補欠の役員の

任期は前任者の残任期とします。 

 (1)   会長   １名 

 (2)   副会長  若干名 

 (3)   理事   15名以内（会長、副会長を含むものとします。） 

 (4)   相談役  若干名 

 (5)   監事   ２名 

（役員の選出） 

第８条 

１ 理事・監事及び相談役は、会員のうちから理事会において選出します。 



 ２ 会長及び副会長は、理事の互選により選出します。 

（役員の任務） 

第９条 役員の任務は次のとおりとします。 

 (1)   会長は、友の会を代表し、会務を総理します。 

 (2)   副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その任務を代行します。 

 (3)   理事は、この会の重要事項を審議します。 

 (4)   相談役は、この会の重要事項に助言します。 

 (5)   監事は、この会の会計及び会務を監査します。 

（理事会） 

第10条 

 １ この会に、理事で組織する理事会を置きます。 

 ２ 理事会は、必要に応じて開催し、事業計画、予算、決算、役員の選出、会則の改正、及びその他重要事項を審議します。 

 ３ 理事会は、会長が招集します。 

 ４ 理事会の議長は、会長が当たります。 

 ５ 理事会は、理事の過半数の出席をもって開会します。 

 ６ 理事会の議事は、出席理事の過半数をもって決めるものとします。ただし、可否同数のときは議長が決するところによるものとしま

す。 

（書面表決等） 

第11条 

 １ やむを得ない理由のため、理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知した事項について、書面を持って表決し、または他の理事

を代理人として表決を委任することができます。この場合第 10 条第６項の規定の適用については、理事会に出席したものとみなしま

す。 

 ２ 緊急の必要がある場合においては、会長は書面による賛否を求めて、理事会の議決にかえることができます。 

（部会） 

第12条 この会に、専門分野に関する部会を置くことができるものとします。 

（事務局） 

第13条 

 １ この会の事務局は、植物園内に置きます。 

 ２ 事務局に、事務局長その他の職員を置きます。 

 ３ 事務局長は、公益財団法人花と緑の銀行中央植物園部長もしくは植物園次長の職にある者をもってあてます。 

（経費） 

第14条 この会の経費は、会費、寄付金、事業収入その他をもってあてます。 

（会計年度） 

第15条 この会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わるものとします。 

（委任） 

第16条 この会則に定めるもののほか、この会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定めます。 

  附 則 

第１条 この会則は、平成８年４月16日から施行します。 

第２条 第８条の規定にかかわらず、発足当初の役員は、設立発起人会において選出された役員をもってあてます。 

第３条 第15条の規定にかかわらず、発足初年度は、平成８年４月16日から平成９年３月31日までとします。 

  附 則（第５条一部改正） 

この会則は、平成12年４月１日から施行します。 

  附 則（第４条及び第12条一部改正） 

この会則は、平成15年４月９日から施行します。 

  附 則（第７条一部改正） 

この会則は、平成20年４月１日から施行します。 

  附 則（第５条、第６条及び第７条一部改正） 

この会則は、平成24年４月１日から施行します。 

附 則（第４条、第６条、第８条、第10条の一部及び11条の改正） 

この会則は、平成24年７月12日から施行します。 

附 則（第４条の改正） 

この会則は、平成27年３月31日から施行します。 

附 則（第4条、第６条の改正） 

この会則は平成28年４月１日から施行します。 



附 則（第4条、第６条の改正） 

この会則は平成29年４月１日から施行します。 

附 則（第６条の一部改正） 

この会則は令和４年４月１日から施行します。 

附 則（第１３条の一部改正） 

この会則は令和４年６月７日から施行します。 

附 則（第４条、第５条、第６条の一部改正） 

この会則は令和７年４月１日から施行します。 

 



 

公の施設の管理の業務からの暴力団排除に関する実施要領 

 

第１ 趣旨 

この要領は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 244条の２第３項の規定に

基づく指定管理者制度の導入に伴い、県の公の施設の管理の業務からの暴力団関係

者の排除に関し必要な措置を講ずるための体制を確立し、もって公の施設の適正な

管理の確保を図るため、必要な事項を定めるものとする。 

第２ 排除措置の対象者、該当事項及び内容 

１ 県の公の施設に係る指定管理者の指定を受けようとし、又は当該指定を受けた法

人その他の団体（以下「指定管理者等」という。）、指定管理者等の代表者等（株

式会社にあっては取締役、公益法人にあっては理事、その他の団体等にあってはこ

れらに相当する職にある者及びこれらの者以外に団体等の経営に事実上参加して

いる者をいう。以下同じ。）又は指定管理者等の被用者（代表者等を除くすべての

従業員、構成員及びこれらに相当する者をいう。以下同じ。）が、次のいずれかに

該当すると認められる場合は、県は、その排除のため必要な措置を講ずるものとす

る。 

(1) 暴力団関係者である場合 

(2) 暴力団関係者を利用した場合 

(3) いかなる名目をもってするかを問わず、暴力団関係者に対して、金銭、物品

その他の財産上の利益を与えた場合 

(4) 暴力団関係者との密接な交際関係又は社会的に非難される関係を有している

場合 

２ １の「必要な措置」は、次の表のとおりとし、同表の該当事項の欄に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ同表の措置内容の欄に記載する措置を講ずるものとする。 

該当事項 
措置内容 

指定管理候補者選定時 指定管理者指定後 

(1)ア １の(1)に指定管理者等

の代表者等が該当する場合 

指定管理候補者とし

て不選定 

指定の取消し 

イ １の(1)に指定管理者等

の被用者が該当する場合 

必要な指示又は指定

管理候補者として不選

定 

必要な指示、管理

業務の停止又は指定

の取消し (2) １の(2)に該当する場合 

(3) １の(3)に該当する場合 

(4) １の(4)に該当する場合 

第３ 第２に定める事項の運用基準 

１ 「法人等の経営に事実上参加している者」とは、次の者をいう。 

(1) 出資者として事実上経営を支配していると認められる者 

(2) 顧問、相談役等の肩書きを持つ等経営に関与していると認められる者 

(3) その他経営に実質的に関与していると認められる者 

２ 「暴力団関係者」とは、次のものをいう。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第

２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。） 

(2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴

力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を



 

経過しない者 

(3) (1)又は(2)に該当する者が経営を支配していると認められる団体等 

３ 「暴力団関係者を利用した場合」とは、次の場合をいう。 

(1) 指定管理者の選定に当たり、暴力団関係者を利用して、自らの団体等が有利

となるよう他の団体等を妨害した場合 

(2) 暴力団関係者を利用して、特定の団体等を再委託者として使用するように強

要した場合 

(3) 暴力団関係者を利用して、取引関係にある団体等に対して債権の放棄又は不

当な値引きを強要した場合 

(4) 暴力団関係者を利用して、取引関係にある団体等に対して債務の履行を強要

した場合 

(5) 暴力団関係者に紛争等の解決を依頼した場合 

(6) その他自ら若しくは第三者が不正な利益を得、又は第三者に損害を与える目

的を持って暴力団関係者を利用した場合 

４ 「金銭、物品その他の財産上の利益を与えた場合」とは、次のような場合をいう。

この場合において、「与えた」とは、自発的に行う場合をいい、脅迫によるものは

含めないものとする。 

(1) 用心棒代、地代、騒音等の迷惑料、地域対策費等いかなる名目であれ、正当

な理由がない金品を与えた場合 

(2) 暴力団関係者が行う冠婚葬祭等社会的儀礼行為、放免祝い、誕生会、事務所

開き等いわゆる「義理事」や諸行事にいかなる名目であれ、資金的援助をした

場合又は祝い金等の金銭や物品を供与し、若しくは建物、駐車場等を供与した

場合 

(3) 暴力団関係者に対し、その事業の遂行又はその他の諸活動に必要な建物、物

品等又はその者の住居の用に供する建物を提供し、貸与し、支給する等の便宜

を図り、又は支援を行った場合 

(4) 暴力団関係者を業務の再委託者又は資材等の納入者として使用した場合 

５ 「暴力団関係者との密接な交際関係」とは、次のような交際関係にあることをい

う。この場合において、当該交際関係の認定に当たっては、その頻度、範囲等、当

該交際関係にあることの正当な理由及び暴力団関係者であることの認識の有無を

総合的に勘案するものとする。 

(1) 暴力団関係者とゴルフ、麻雀等の交遊をすること。 

(2) 暴力団関係者との旅行に同行すること。 

(3) 暴力団関係者と飲食を共にすること。 

(4) 暴力団関係者の冠婚葬祭等の行事に参列すること又は自ら主催する冠婚葬祭

等の行事に暴力団関係者を招聘E

へい

Aすること。 

(5) 暴力団事務所若しくは暴力団関係者宅に出入りすること又は指定管理者等の

事務所若しくは指定管理者等の代表者等若しくは指定管理者等の被用者の自宅

に暴力団関係者が出入りすること。 

(6) 暴力団関係者の利益、便宜若しくは支援を目的とした組織の会員になること

又はその顧問等に名を連ねること。 

附 則 

この要領は、平成 18 年 11 月 14 日から施行する。 


